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（新規）０７．５７ 

 

設立後１０年未満の企業等を対象とした手

数料等の軽減について（特施令１０条５

号）（特） 

 

 

１．軽減の要件と内容 

軽減に係る申請書を提出する日において、次の（１）又は（２）に該当する

者は、自己の特許出願についての出願審査の請求の手数料及び自己の特許権に

係る第１年分から第１０年分までの特許料が、１／３に軽減される（特１０９

条の２第１項、１９５条の２の２、特施令１０条５号、１２条４項、手数料令

１条の４第４項）。 

なお、軽減に係る申請書は、出願審査請求書 注１又は特許料納付書の提出と

同時に提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。 

（１） その事業を開始した日以後１０年を経過していない個人事業主 

（２） 資本金の額又は出資の総額が３億円以下で設立後１０年を経過しておら 

ず、かつ、他の特定法人 注２以外の法人による特定支配関係がない 注３法人 

２．申請書に添付する証明書 

特許庁長官が必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを

省略させることができる（特施規７４条の２柱書）。 

実 務 上 、 軽 減 の 要 件 を 満 た す 対 象 者 が 、 特 許 法 施 行 規 則 第 ７２条又

は第７３条の規定に従って適式に軽減に係る申請を行った場 合 は 、 証 明 書 の

添 付 の 必 要 が な い と 認 め 、 こ れ を 省略できるものとして取り扱う。  

証 明 書 を 添 付 す る 場 合 に お い て は 以 下 の と お り と す る 。  

軽減に係る申請書に添付する証明書は、申請人が（１）又は（２）の別により、

「表」の右欄に掲げるものである（特施令１１条２項、手数料令１条の３第２

項、特施規７４条の２第２２号及び２３号）。 
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「表」 

要件 証明書 

（１）その事業を

開始した日以後１

０年を経過してい

ない個人事業主 

・その事業を開始した日以後１０年を経過していな

いことを証する書面（事業開始届の写し） 

（２）資本金の額

又は出資の総額が

３億円以下で設立

後１０年を経過し

ておらず、他の特

定法人注２以外の法

人による特定支配

関係がない 注３法人 

 

会社（株式会社等） 

・定款又は法人の登記事項証

明書 

・法人税確定申告書別表第２

の写し又は株主名簿若しくは

出 資 者 の 名 簿 （ ＊ １ ） （ ＊

２）（＊３） 

協同組合（出資を有

する場合） 

・定款又は法人の登記事項証

明書 

・法人税確定申告書別表第２

の写し又は出資者の名簿（＊

１）（＊２）（＊３） 

資本金又は出資を有

しない法人（一般財

団法人、一般社団法

人等）（＊４） 

・ 前 事 業 年 度 末 の 貸 借 対 照

表、定款（寄付行為）又は法

人の登記事項証明書 

（＊１）定款については、申請をする時点において申請者が要件を満たす者であ

ることを証明する最新の内容であること。 

（＊２）法人税確定申告書については、軽減に係る申請書を提出する日に取得で

きる最新のものとする。 

（＊３）特定支配関係を持つている法人がある場合でも、当該法人が特定法人 注

２である場合には、特定法人 注２に該当することを証する書面。 

（＊４）資本金又は出資を有しない法人の場合については、前事業年度末の貸借

対照表に計上されている総資産の帳簿価額から当該貸借対照表に計上されて

いる総負債の帳簿価額を控除した金額（当該貸借対照表に、当該事業年度に

係る利益の額が計上されているときは、その額を控除した金額とし、当該事

業年度に係る欠損金の額が計上されているときは、その額を加算した金額と

する。）の６０／１００に相当する金額が３億円以下であること（特施令１

０条５号ロ、特施規７１条１項）。 

 

（新規平成３１・４）  

 

                                                
注 １  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手続

補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当

該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。  
注 ２  特定法人とは、資本金の額又は出資の総額が３億円以下の法人を指す（特施令９条
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２号イ、１０条５号ロ）。  

注 ３  「特定支配関係がない」とは、ａ.及びｂ.に該当していることを指す（手数料令１  

条の２第２号ハ、特施令９条２号ハ、特施規７１条３項）。  

ａ．申請人以外の単独の法人が株式総数又は出資総額の１／２以上の株式又は出資

金を有していないこと。  

ｂ．申請人以外の複数の法人が株式総数又は出資総額の２／３以上の株式又は出資  

金を有していないこと。  


